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図1．　コリンズ勘定連関図
Dr．　粗酒石（Argal）勘定　Cr．
鍛朧纂醐建｝
Dr．　染工場勘定Cr．
　　　　購入品の未使用5ii
ある6
　コ・リンズの提示した二つの勘定は、「複式
記入（double　entry）．を内部取引（internal
transacti6ns）、すなわち材料の移動を示す
ために適用したこと15）」を明示している点に
おいては非常に重要である。また、このよう
な会計組織を用いることによって、おもな支
出項目である各種染料の仕入れや消費の状況が一目瞭然となり、またこの工場がいかほど儲けたのか
?
が明確となる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　：1
｛エドワーズの説明から、この例示の企業がどのくらいの規模であり、どのような生産形態を採って
いたかについては不明である。だが、染工場勘定には雇い人に関する費用項目が計上されていないこ
1とやすぺての製造費用が一括して処理されていることから、あまり大規模な企業でなかったことが想
像される。さらに自己のごく簡単な作業場を有しているところから、コリンズは手工業段階を前提と
?
；しているのではなかろうか。
12．マルコム「簿記論すなわち商人の会計16）」　　　l
lアレキサンダー・マルコム（Malcolm，　A。）（1687－1763）の「簿記論すなわち商人の会計」（A
Treatise　of　Bookkeeping　or　Merchants　Accounts）’が1731年に公刊された。彼の著書にも、コ
リンズと同様に原価計算に関する記述をみることがでぎる。しかし、その記述はごく簡単なものであ
り、本論のところで取り扱わず補論（Appendix）のなかで論じているにすぎない。
iマルコムはFor　Working　Tradesmen，　or　Handycrafts－Menという箇所で原価計算をおよそ次
φように説明している。
1　「職人や手工業者は前述と同じ方法で生活費（Expences　of　Living）を勘定に記入すれぽよい。
1　しかし、また業務の損益（Charge　and　Profit）を示す勘定も開設する必要がある。こうした損益
　は、その仕事に要した賃金、材料費、諸経費に対する支払いを、またその仕事による収益をそれ
1それ別個に勘定へ記入することによって容易にもとめ：ることができる。さらに、彼らは購入にお
　いても販売においても、取引した人名ごとに勘定を開設ナベきである。もし、彼らが簿記の原則
　（Principle　of　Bookkeeping）のすべてを熟知してしiるならぽ、彼らは容易にそれらを適用しう
　る。これがすべてである17）。」　　　　　　　　　　』
i以上がマルコムの説明の概略である。彼は借方には材料費、賃金、その他の諸経費など仕事に要し
た一切の費用を、貸方にはその仕事によって稼得した金額（売上）と未販売品原価をそれぞれ記入す
る勘定を説明している。したがって、この勘定の貸借の差は損益を示すこととなる。つまり、マルコ
IAはコリンズが説明したと同様に、製造勘定、製品勘定および損益勘定である混合勘定を論述してい
るのである。マルコムの勘定の連関を図示（図L）すると次のようになる。
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　コリンズはすべての製造費用を染工場勘定に一括
集計したが、マルコムは仕事別に製造費用を集計す
ることを提唱していた。この点において、マルコム
はコリンズより進歩している。また、マルコムの説
明から企業規模、生産形態などの詳細は不明である
が、コリソズの会計組織に類似していることから、コ
図皿．マルコム　定連関図
諸灘定
τ
Dr．　Charges　and　Profit　Cr．
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　…
売上
昧販売品原価）
リンズが論じた生産形態にほぼ匹敵するのではないかと推定できる。また、マルコムは材料費、賃金、
諸経費などの製造費用を仕事別に集計していることから、コリンズの論じた企業よりは大規模である
かもしれない。だが、コリンズもマルコムも手工業段階の生産形態を想定していることには変りない。
　3．　ドットソン「会計士すなわち簿記の方法18）」
　1750年に数学の教師であるジェームス・ドットソン（Dodson，　J．）（1710－？）の「会計士すなわ
ち簿記の方法」（The　Accountant　or　the　Method　of　Bookkeeping）が出版された。当時・イギリ
スの会計文献においては、コリンズ、マルコムにみられたような製造勘定と製品勘定とが未分化の状
態にある勘定組織が一般に論じられていた。だが、ドッFソンはそうした勘定組織を改善すべく自論
を展開したのであった。
　ドットソンはこの著作において、靴屋をモデルとして選び、Tradesman’s　AccountおよびTrade・
sman’刀@Leidger（原文のまま）の箇所でかなり詳細に原価計算について説明している。彼が研究対
象として選択した靴屋のヒュー・クリスピン（Hugh　Crispin）は、原皮（hide）を靴底やかかとに・
そしてなめし皮（skin）を上皮や腰皮にそれぞれ切断し、それらの部品を職人に引渡し、製品に加工
させていた。こうした一連の生産過程における取引がさまざまな勘定でもって把握されたのである。
　彼は日記帳（waste　book）、仕訳帳、元帳などの各種帳簿の使用を推奨していた。そのなかでもと
くに、元帳のなかには次のような注目すべきいくつかの勘定が開設されていた19）。
　1）　材料の在高を示す勘定（材料勘定）
　2）部品の在高を示す勘定（部品勘定）
　3）職人への材料の受渡し・加工賃の支払いを記す人名勘定（職人勘定）
　4）　製品の在高を示す勘定（製品勘定）
　5）損益勘定
　材料勘定である皮勘定（Leather　Account）には、仕入れた原皮やなめし皮の金額と数量が借方
に、原皮やなめし皮が各部品（かかと、ソール、腰皮、上皮）に切断されるとその価格と数量が貸方
に、それぞれ記入された。ただし、この場合、原皮やなめし皮を部品に加工する代価としてそれらの
仕入価格に加工賃が加算されるので、結果として借方には利益が発生する。そして、この勘定の貸方
に記載されている切断された各種部品の数量と金額は、かかと・靴底勘定、上皮・腰皮勘定といった
部品勘定へ振り替えられる。
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図皿．ドットソン勘定連関図
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　かかと・靴底勘定、上皮・腰皮勘定の部品勘定には、借方に切断された各部品の金額と数量が、貸
方に職人へ支給した部品の金額と数量がそれぞれ記入された。
　職人勘定は、職人に関する詳細事項を職人別に記入する人名勘定である。この勘定では職人に支給
・した加工賃と各種部品の金額と数量が借方に、職人が完成した靴の金額と数量が貸方に記入される。
したがって、この勘定は借方に材料費と労務費等の製造費用が記入され、靴が完成するとその分が貸
方に記入されるので、今日の製造勘定と同じ役割を果していたと思われる。
　製品勘定は、借方に職人の完成した靴の金額と数量が、貸方に靴の現金および信用販売による売上
が記入されるので、この勘定の借方には売買利益が生ずる。
　以上の勘定間の連関を図示すると図皿．のようになる。このように、ドットソンが説明したいくつ
かの勘定は、「材料が通過するいくつかの工程といろいろな靴の種類の区別を明確にしている20）」と
いう点で重要である。また、ドットソンはコリンズ、マルコムのように、仕掛品在高、製品在高を一
つの勘定で表示するようなことはせず、製造勘定と製品勘定とを分離したことに大きな功績がある。
しかし、製品勘定が同時に損益を示すという点においては進歩がみられない。
　ドットソンの説明から、彼が問屋制度を前提としていたことは明白である。しかし、彼が論じた問
屋制度は、純然たる問屋制度ではなく、問屋が中央作業場を有する亜種的な形態であった。こうした
問屋制度においては、職人との物財の授受の記録がきわめて有用になり、また問屋は多種の製品を取
扱うので製品別の原価集計、ひいては製品別損益が非常に重要であった。
4．ハミルトン「商品入門21）」
1788年に公刊の「商品入門」（An　lntroduction　to　Merchandise）のなかで、ロバート・、ハミルト
ン（Hamilton，　R）（1743－1829）は3ページに渡って原価計算を論述している。彼の論述から当時の
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会計思考を知ることは容易であるが、残念ながら原価計算の説明のために帳簿や数値の例示はおこな
っていない。
　ハミルトンは、Tradesmens　Accomptsという章で原価計算について言及している。彼はこの章
の冒頭において、次のような示唆をしている。
　　「職人や製造業者（artficers　and　manufacturers）は、日記帳（day－book）や元帳（ledger）
　しか有していない。〈中略〉しかし、企業を成功に導くために、使用材料、実施作業、稼得利益を
　示すことが肝要である。このような目的を果すために補助簿（subsidiary　book）は有益である22）。」
　すなわち、ハミルトンは元帳や仕訳帳のほかに材料帳（Book　of　Material）、作業帳（Book　of
Work）、賃金帳（Book　of　Wages）などの補助簿の必要性を強調しているのである。ここで、この
補助簿の内容を明らかにしたい23）。
　材料帳、これは材料の購入と消費を記録する帳簿である。この帳簿は購入したり、消費した材料の
数量が、別個の欄あるいは反対のページに記入される。
　作業帳、これには職人に支給した材料の数量と金額、職人が完成した製品の数量と金額これらの授
受の日付などが、別々の欄に記入される。
　賃金帳、これには、雇用している職人やその他の使用人の名前や彼らが従事している作業名などの
諸項目が記入された。さらに詳述すれぽ、もし、日給制であるならぽ、労働日数、1日あたりの賃
額、もし、出来高給制であるならぽ、完成個数、1個あたりの賃額を記録するのである。また、この
帳簿は必要に応じてそれ以上頻繁に記入される。
　ハミルトンによれぽ、これらの補助簿は主要簿（principal　books）と有機的結合を前提としてい
る。さらに、この主要簿とくに元帳のなかには、原価計算にとって重要な次の勘定を開設するとして
いる24）。
　1）材料費、賃金、機械維持費（upholding　of　machinery）、家賃（rent）、税金（excise）、諸経費
　　（incident　charges）などをそれぞれ記入する勘定。
　2）営業あるいは製造に関する一般勘定（Ageneral　accompt　of　the　trade　or　manufacture）。
　3）製品に対する勘定（Accompts　for　manufactured　goods）。
　1）の勘定は諸費用の勘定であり、それぞれの費用種類ごとに勘定が設けられた。
　2）の勘定は製造勘定の役割を果すものである。この勘定には、借方に原材料やその他生産に要した
諸費用を、また貸方に製造された製品の価格をそれぞれ記入する。したがって、未完成品の価値を考
慮すれぽ、この勘定の貸借の差は損益を示すこととなる。
　3）の勘定へは、借方に製品の販売価格を、貸方に売上高を記入する。すると、この勘定において
は、商品の価格が不変のときは貸借が一致し、価格が変動するときには手許の商品価格との比較によ
って、価格変動損益が生ずる。
　ハミルトンは、1）の諸費用勘定、2）の営業あるいは製造に関する一般勘定を各部門別に設けること
の必要性を次のように述べている。
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図N．ハミルトソ勘定　関図
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※諸費用勘定、営業または製造勘定は部門ごとに設ける。
　　　「いくつかの製造部門（several　・branches　of　manufacture）において、いくつかの連続する工
　程を通じて、同じ材料が用いられようと別の材料が用いられようとも、個々の工程について別々に
　損益を示すような方法で帳簿を記入すべきである25）。」
　このように、ハミルトンは各部門、工程の業績を別個に表示しようと考えていたのである。以上ハ
ミルトンの論じた元帳における勘定の連関を図示（図IV．）すると上図のようになる。
　こうした会計組織から、補助簿は数量中心の記録なので管理のために重要な役割を果し、主要簿は
金額で記入されるので損益算出に主眼をおいたものであることがわかる。ハミルトンの展開しようと
した理論は、やはりドットソンと同様に、中央作業場を有する問屋制度を前提としていた。また、製
造勘定と製品勘定との分離を明確にしている点においても、ドットソンとの類似性を見い出すことが
できる。しかし、ハミルトンの記述に関して特筆すべきことは、彼が「元帳に材料費、賃金と共に機
械維持費を別個の勘定として開設し、製造勘定の借方に機械維持費を含めたすべての費用を集計す
る26）」と述べている点である。すなわち、この時期に、機械をめぐる費用が無視できないような段階
になってきたことがわかる。この意味では、ドットソンが想定した問屋制度よりはるかに近代工場制
度に近い問屋制度であるかもしれない。
　また、ハミルトンの著書において、はじめて機械に関する費用の記述が出現したと論断するつもり
はないが、少なくともドットソンには見い出すことができなかった記述である。それゆえ、こうした
事実からも、ハミルトンの論じた会計組織は近代工場制度のもとでも立派に機能するかもしれないと
いう推測も肯定することができる。
　5．クロンヘルム「単式による複式記入27）」
　1818年に、フレデリック・W．クロンヘルム（Cronhelm，　F．　W．）の「単式による複式記入」（Double
Entry　by　Single）が公刊された。この著作においてはManufacturer’s　Booksという章で、毛織物
製造業者（wollen　manufacturer）の会計方法が詳細に説明されていた。
　クロンヘルムはまず、次のような問題点を提示した。
　　「製造業において、材料が製品に加工されるまでに非常に多くの工程を通過すること、また材料
　がさまざまに形を変えて製品になることから、内部の価値移転を記録するのは容易ではない28）。」
一24一
　こうした問題点を解決する手段として、彼は次のような勘定を有する倉庫帳（warehouse　book）の
必要性を説いている29）。
　1）原料勘定（Account　of　the　raw　material）
　2）製造勘定（Account　of　the　goods　in　process　of　manufacture）
　3）製品勘定（Account　of　the　manufactured　goods）
　原料勘定は仕入材料（原毛）の数量が借記され、材料が製造に移されたときにその数量が貸記され
る。したがって、この勘定の貸方に生じた残高は未消費材料の数量を示す。
　製造勘定は、借方には材料勘定より振り替えられた消費材料数量が、貸方には製造に投入された材
料数量がそれぞれ記入される。さらに、製品の完成によってその数量がこの勘定の貸方に記入される
ので、発生した残高は仕掛品の数量を示すことになる。
　製品勘定は仕掛品勘定から振り替えられた完成品数量を借方に、それらが販売されたとき、その数
量を貸方にそれぞれ記入する。かくて、この勘定の残高は製品在高を示すのである。
　上述の諸勘定への記入は、一日ごとに、週ごとに、また月ごとに適宜におこなわれる。また、こ
れらの勘定は工場システム（the　system　of　the　manufactory）や雇用されている監督者（over・
lookers）の人数によって、1冊の倉庫帳に一括して開設されたり、勘定ごとに別々の帳簿に分割され
たりするのである。これらの勘定が、すべて数量のみで記入されることも特筆すべきであろう。
　また、クロンヘルムは倉庫帳と同様の製造過程の記録として賃金支払帳（Payroll　Records）を論
じている。この帳簿は、紡績、織布、仕上の三工程別に区分され、相当詳細に記入がおこなわれた。
　さらに、クロンヘルムは上述の倉庫帳のほかに、彼の帳簿体系の中心をなすものとして商品帳
（Merchandise　book）を提案している。この商品帳には商品勘定（Merchandise　Account）カ：開設
されていた。商品勘定は、借方に各種羊毛、賃金および給与、染色料などの製造費用が、貸方に製品
の売上高がそれぞれ記入される。期末に未販売品および未加工材料の在高が考慮されるならば、この
勘定の貸借の差額は損益を示すことになる30）。クロンヘルムの帳簿組織を要約すると次図（図V．）の
ようになる。
　図示したようなクロンヘルムの帳簿組織から、私たちは倉庫帳の存在を重視しなけれぽならない。
倉庫帳を用いて材料から製品に杢るまでの取引を数量的に記録したという事実は、損益計算目的とは
まったく無関係な生産過程における内部記録の誕生を意味する。また、クロンヘルムの帳簿組織の中
核をなす商品帳は損益を算出するために、製造勘定、製品勘定および損益勘定の性質を有する商品勘
定を開設しているが、ヒの勘定はむしろコリンズやドットソンの段階への後戻りである。だが、この
ことはクロンヘルムの著作の意図があくまでも帳簿記入の簡略化に置かれていたことにも起因するの
ではなかろうか。
　クPンヘルムが対象とした生産形態は、工場制度である。だが、機械を用いた近代的な大工場では
なく、手工的な小規模の工場であったのだろう。このことは、彼が工場をmanufactoryと呼んでい
ることからも知ることができる31）。こうした工場においては、損益計算とともに、製造工程の記録が
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きわめて重要となる。なぜならぽ、一ケ所に集めた賃労働者を管理したり、多種類の製品を管理した
りするためにであった。クロンヘルムの会計は、当時工場に発生した管理問題を解決する試みを反映
している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　図V．クロソヘルム帳簿組織
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IVF．　おわりに
　私たちは、上述のようにコリンズ、マルコム、ドットソン、ハミルトン、クロンヘルムが論じてい
た原価計算と生産形態について一瞥してきた。すなわち、コリンズ、マルコムは手工業、ドットソ
ン、ハミルトンは問屋制度、クロンヘルムは工場制度にそれぞれ相応する原価計算を論じたのであっ
た。本稿では手工業、問屋制度、工場制度の各段階において原価計算が存在することを論じてきた
が、その以前の家内仕事・賃仕事の段階には、原価計算が存在していなかったのであろうか。
　まず、家内仕事においては、生産はまだ社会的分業としての性格を有しておらず、販売を目的とし
ない自家消費のための生産なので、生産に要した費用等を計算、記録する必要性はまず存在しなかっ
たと言える。同様に、賃仕事においても、賃仕事人は自己所有の簡単な道具を用いて他人のために労
働するのみであり、材料・道具に巨額の資金を投ずるわけでもない。また、報酬は加工賃として雇い
主から支給されるので、賃仕事人がみずから生産に要した費用等を計算、記録する必要はなかった。
もし、生産に要した費用を計算する必要性が生じたとしても、賃仕事人の頭脳で計算すれぽ十分であ
った。
　かくて、家内仕事、賃仕事の段階においては、生産が営利性を有していなかったことから、また生
産に際して支出がおこなわれなかったことから、原価計算をおこなう必要性は存在しなかったのであ
る。
　他方、手工業の段階になると継続性はもたないが、営利を追求する企業が出現した。こうした企業
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では、自社がいかほど儲けたかを知ること、すなわち損益計算が重要となる。こうした目的を果すた
めに、借方にすべての費用を集計し、貸方に売上高を記入する勘定が用いられた。この勘定は商業会
計の商品勘定を工業に適用したものと考えられる32）。手工業段階における原価計算は、生産に要した
費用を一括的に、仕事別に集計し特定期間の損益を算出する目的でおこなわれた。
　さらに、生産形態が問屋制度に移行すると、資本は労働者の手から完全に切り離されることとな
る。資本家たる問屋は、多くの職人に材料・生産器具を支給し生産を遂行させるので、材料の支給、
完成品の受取り、加工賃の支払いなどを克明に記録しなけれぽならない。これに加えて、問屋も営利
を目的としているので、生産にいかほど費用を要し、製品の販売によってどの程度の利益を稼得した
かを確定しなけれぽならない。このために、製造勘定と製品勘定が別個に設けられた。製造勘定は期
末仕掛品原価の算定などを可能にし、より正確な原価を算定することに役立つ。また、製造勘定は、
製造工程管理側面からもきわめて有用な機能をもつ。問屋制度における原価計算は、損益計算と工程
管理のためにおこなわれたのであった。
　工場制度においては、労働者が一ケ所に集められて生産をおこなうようになった。この場合、資本
家はみずからの工場の損益に関心をもつとともに、労働者への賃金支給、材料購入などのさまざまな
取引に関心をもつ。そこで、損益を計算するほかに、材料数量記録、詳細な賃金支払帳で生産過程の
取引記録がおこなわれたのである。とくに、数量記録の出現は注目すべきであり、クロンヘルムの会
計組織は損益計算志向の原価計算から管理志向の原価計算への過渡的な段階にあると考えられる。
　以上、考察してきたように原価計算は、まず損益計算のために商業簿記の応用として誕生し、生産
が社会的様相を帯び始めてくる過程の必然的所産として発展してきたのであった。
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